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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スクリュ式の可塑化装置におけるシリンダ内の樹脂材料がソリッドベッド、メルトフィ
ルム、およびメルトプールの何れかの状態にある３ゾーンモデルに基づいて可塑化能力を
算出する可塑化シミュレーション装置であって、
　前記樹脂材料の密度および熱伝導率を含む樹脂物性と、前記可塑化装置のシリンダ設定
温度、計算領域におけるメッシュの刻み数を含む運転条件と、該可塑化装置のシリンダ径
、スクリュ径、スクリュ溝深さ、スクリュリード、フライト幅、およびフライトクリアラ
ンスを含む構成データとを含むパラメータを取得する情報取得部と、
　初期可塑化能力、せん断発熱量を取得する初期可塑化能力取得部と、
　質量保存則およびエネルギー保存則を３ゾーンであるソリッドベッド、メルトフィルム
、およびメルトプール用に分けた、それぞれのゾーンに対する質量保存則およびエネルギ
ー保存則に、前記初期可塑化能力、および前記パラメータを導入し、ソリッドベッド、メ
ルトフィルム、およびメルトプールの少なくとも何れかを有する計算領域における固相率
およびメルトフィルム厚みを含む物理量を算出する物理量算出部と、
　前記パラメータおよび前記物理量に基づいて少なくとも計算領域におけるメルトプール
の３次元空間のメッシュを作成して流動計算を行う３次元流動計算を行い、可塑化能力を
算出する可塑化能力算出部と
　を備えることを特徴とする可塑化シミュレーション装置。
【請求項２】
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　前記パラメータに基づいて、前記計算領域を２次元空間のメッシュに分割して流動計算
を行う２次元流動計算を行い、前記樹脂材料の単位時間当たりの溶融量である最大流量を
算出する最大流量算出部を更に備え、
　前記可塑化能力算出部は、
　前記物理量と前記パラメータとを用いて３次元流動計算を行い、所定のメッシュにおけ
る前記樹脂材料の流速を算出する溶融量算出部と、
　前記最大流量に基づいて、前記流速が適正な値であるか否かを判定する流速判定部と、
　を有し、
　前記流速が適正な値でないと判定された場合、前記パラメータおよび前記最大流量に基
づいて可塑化能力を算出する
　ことを特徴とする請求項１記載の可塑化シミュレーション装置。
【請求項３】
　前記流速判定部は、前記流速が前記最大流量に基づく最大流速を超えるか否かを判定し
、前記流速が前記最大流速を超えると判定した場合、前記流速が適正な値でないと判定す
ることを特徴とする請求項２記載の可塑化シミュレーション装置。
【請求項４】
　前記最大流量算出部は、前記パラメータを用いて２次元流動計算を行い、せん断速度分
布を算出し、
　前記可塑化能力算出部は、前記パラメータ、前記最大流量、および前記せん断速度分布
に基づいて可塑化能力を算出することを特徴とする請求項２または請求項３記載の可塑化
シミュレーション装置。
【請求項５】
　前記最大流量算出部は、前記パラメータを用いて２次元流動計算を行い、せん断速度分
布を算出し、該せん断速度分布に基づいてメルトフィルムにおけるせん断発熱量を算出し
、
　前記可塑化能力算出部は、前記せん断発熱量に基づいて可塑化能力および各物理量を算
出することを特徴とする請求項２～請求項４の何れか１項に記載の可塑化シミュレーショ
ン装置。
【請求項６】
　スクリュ式の可塑化装置におけるシリンダ内の樹脂材料がソリッドベッド、メルトフィ
ルム、およびメルトプールの何れかの状態にある３ゾーンモデルに基づいて可塑化能力を
算出する可塑化シミュレーション装置が実行する可塑化シミュレーション方法であって、
　前記樹脂材料の密度および熱伝導率を含む樹脂物性と、前記可塑化装置のシリンダ設定
温度、計算領域におけるメッシュの刻み数を含む運転条件と、該可塑化装置のシリンダ径
、スクリュ径、スクリュ溝深さ、スクリュリード、フライト幅、およびフライトクリアラ
ンスを含む構成データとを含むパラメータを取得するステップと、
　初期可塑化能力、せん断発熱量を取得するステップと、
　質量保存則およびエネルギー保存則を３ゾーンであるソリッドベッド、メルトフィルム
、およびメルトプール用に分けた、それぞれの質量保存の式およびエネルギー保存の式に
、前記初期可塑化能力、および前記パラメータを導入し、ソリッドベッド、メルトフィル
ム、およびメルトプールの少なくとも何れかを有する計算領域における固相率およびメル
トフィルム厚みを含む物理量を算出するステップと、
　前記パラメータおよび前記物理量に基づいて少なくとも計算領域におけるメルトプール
の３次元空間のメッシュを作成して流動計算を行う３次元流動計算を行い、可塑化能力を
算出するステップと
　を有する可塑化シミュレーション方法。
【請求項７】
　スクリュ式の可塑化装置におけるシリンダ内の樹脂材料がソリッドベッド、メルトフィ
ルム、およびメルトプールの何れかの状態にある３ゾーンモデルに基づいて可塑化能力を
算出することをコンピュータに実行させる可塑化シミュレーションプログラムであって、
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　前記コンピュータを、
　前記樹脂材料の密度および熱伝導率を含む樹脂物性と、前記可塑化装置のシリンダ設定
温度、計算領域におけるメッシュの刻み数を含む運転条件と、該可塑化装置のシリンダ径
、スクリュ径、スクリュ溝深さ、スクリュリード、フライト幅、およびフライトクリアラ
ンスを含む構成データとを含むパラメータを取得する情報取得部と、
　初期可塑化能力、せん断発熱量を取得する初期可塑化能力取得部と、
　質量保存則およびエネルギー保存則を３ゾーンであるソリッドベッド、メルトフィルム
、およびメルトプール用に分けた、それぞれの質量保存の式およびエネルギー保存の式に
、前記初期可塑化能力、および前記パラメータを導入し、ソリッドベッド、メルトフィル
ム、およびメルトプールの少なくとも何れかを有する計算領域における固相率およびメル
トフィルム厚みを含む物理量を算出する物理量算出部と、
　前記パラメータおよび前記物理量に基づいて少なくとも計算領域におけるメルトプール
の３次元空間のメッシュを作成して流動計算を行う３次元流動計算を行い、可塑化能力を
算出する可塑化能力算出部
　として機能させるための可塑化シミュレーションプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、射出成形機に代表される単軸または多軸スクリュ式の可塑化装置
の可塑化行程をシミュレートする可塑化シミュレーション装置、その可塑化シミュレーシ
ョン方法および可塑化シミュレーションプログラムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の可塑化装置において溶融可塑化される樹脂材料の樹脂温度や固相率とい
った物理量を算出し、可塑化工程をシミュレートするシミュレーション技術が知られてい
る。一般的にこのようなシミュレーションにおいては、単位時間において可塑化される材
料の重量を示す可塑化能力（ｋｇ／ｈ）が物理量の算出のために用いられており、この可
塑化能力を固定して、または、所定のスクリュ特性式を用いて算出した可塑化能力を用い
て、物理量を算出することが広く実施されている（下記、特許文献１、非特許文献１及び
２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－００７９５１号公報
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】日本製鋼所技報　６３号
【非特許文献２】Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｐｒｉｎｃｉｐｌｅｓ　ｏｆ　Ｐｌａｓｔｉ
ｃａｔｉｎｇ　Ｅｘｔｒｕｓｉｏｎ
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、シミュレーション上ではなく、実際の可塑化能力は数ある諸条件に応じ
て変動するものであるため、上述したように可塑化能力を固定してしまうと、精度の高い
物理量の算出結果を得ることが困難であるという問題があった。一方、スクリュ特性式を
用いて諸条件に応じた可塑化能力を算出するようにしても、当該スクリュ特性式に従った
計算精度でしか可塑化能力を算出できず、可塑化能力を固定した場合と同様に精度の高い
物理量の算出結果を得ることが困難であるという問題があった。
【０００６】
　本発明は上述した問題点を解決するためになされたものであり、極めて高い精度で可塑
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化能力を算出することができるシミュレーション装置、可塑化シミュレーション方法およ
び可塑化シミュレーションプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述した課題を解決するため、本発明の一態様は、スクリュ式の可塑化装置におけるシ
リンダ内の樹脂材料がソリッドベッド、メルトフィルム、およびメルトプールの何れか状
態にある３ゾーンモデルに基づいて可塑化能力を算出する可塑化シミュレーション装置で
あって、前記樹脂材料の樹脂物性と前記可塑化装置の運転条件と該可塑化装置の構成デー
タとを含むパラメータを取得する情報取得部と、初期可塑化能力を取得する初期可塑化能
力取得部と、前記初期可塑化能力、前記パラメータ、質量保存の式およびエネルギー保存
の式を用いて固相率およびメルトフィルム厚みを含む物理量を算出する物理量算出部と、
前記パラメータおよび前記物理量に基づいて３次元流動計算を行い、可塑化能力を算出す
る可塑化能力算出部とを備える。
【０００８】
　また、本発明の一態様は、スクリュ式の可塑化装置におけるシリンダ内の樹脂材料がソ
リッドベッド、メルトフィルム、およびメルトプールの何れか状態にある３ゾーンモデル
に基づいて可塑化能力を算出する可塑化シミュレーション装置が実行する可塑化シミュレ
ーション方法であって、前記樹脂材料の樹脂物性と前記可塑化装置の運転条件と該可塑化
装置の構成データとを含むパラメータを取得するステップと、初期可塑化能力を取得する
ステップと、前記初期可塑化能力、前記パラメータ、質量保存の式およびエネルギー保存
の式を用いて固相率およびメルトフィルム厚みを含む物理量を算出するステップと、前記
パラメータおよび前記物理量に基づいて３次元流動計算を行い、可塑化能力を算出するす
るステップとを有する。
【０００９】
　また、本発明の一態様は、スクリュ式の可塑化装置におけるシリンダ内の樹脂材料がソ
リッドベッド、メルトフィルム、およびメルトプールの何れか状態にある３ゾーンモデル
に基づいて可塑化能力を算出することをコンピュータに実行させる可塑化シミュレーショ
ンプログラムであって、前記コンピュータを、前記樹脂材料の樹脂物性と前記可塑化装置
の運転条件と該可塑化装置の構成データとを含むパラメータを取得する情報取得部と、初
期可塑化能力を取得する初期可塑化能力取得部と、前記初期可塑化能力、前記パラメータ
、質量保存の式およびエネルギー保存の式を用いて固相率およびメルトフィルム厚みを含
む物理量を算出する物理量算出部と、前記パラメータおよび前記物理量に基づいて３次元
流動計算を行い、可塑化能力を算出する可塑化能力算出部として機能させる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、極めて高い精度で可塑化能力を算出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施の形態においてシミュレーションされる単軸スクリュ式射出成形機を示す
概略断面図である。
【図２】本実施の形態に係る可塑化シミュレーション装置のハードウェア構成を示すブロ
ック図である。
【図３】本実施の形態に係る可塑化シミュレーション装置の機能構成を示す機能ブロック
図である。
【図４】３ゾーンモデルを説明するための図である。
【図５】３ゾーンモデルにおける流動制限を説明するための図である。
【図６】本実施の形態に係る可塑化解析処理を示すフローチャートである。
【図７】初期可塑化能力算出処理を示すフローチャートである。
【図８】２次元流動解析処理を示すフローチャートである。
【図９】３次元流動解析処理を示すフローチャートである。
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【図１０】可塑化能力算出処理を示すフローチャートである。
【図１１】実機での実験結果、可塑化解析処理により算出された算出結果、及びスクリュ
特性式のみを用いた一般的な解析処理により算出された算出結果の各可塑化能力を示す図
である。
【図１２】各算出結果の可塑化能力と実機での実験結果の可塑化能力との一致度を示す図
である。
【図１３】各算出結果の可塑化能力と実機での実験結果の可塑化能力との誤差の割合を示
す図である。
【図１４】可塑化シミュレーションプログラムが情報処理装置に適用される場合を示す図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しつつ説明する。
【００１３】
　本実施の形態においては、図１に示されるような、樹脂材料が投入されるホッパ１と、
樹脂材料を溶融するためのシリンダ２と、樹脂材料を溶融混練すると共にシリンダ２先端
部（下流側）へ搬送する単軸のスクリュ３とを備えるスクリュ式射出成形機４の定常状態
における可塑化解析を行う可塑化シミュレーション装置を例にとり説明を行う。即ち、本
実施の形態に係る可塑化シミュレーション装置は、スクリュ３が回転している回転状態の
各種物理量を算出するものである。なお、本実施の形態においては、可塑化装置として射
出成形機を例に挙げ説明するが、これに限定されるものではなく、スクリュ式の押出機や
多軸スクリュ式の可塑化装置においても本発明を適用することが可能である。以下、本実
施の形態について図面を参照しつつ、その詳細を説明する。
【００１４】
（装置構成）
　図２は、本実施の形態に係る可塑化シミュレーション装置のハードウェア構成を示すブ
ロック図である。図２に示されるように、可塑化シミュレーション装置１０は、ＣＰＵ(
Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ)１１、記憶部１２、入力部１３、表
示部１４、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　ｄｉｓｋ　ｄｒｉｖｅ）１５、を有する。
【００１５】
　ＣＰＵ１１は記憶部１２上に展開されるＯＳ(Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ)、Ｂ
ＩＯＳ(Ｂａｓｉｃ　Ｉｎｐｕｔ／Ｏｕｔｐｕｔ　Ｓｙｓｔｅｍ)、アプリケーション等の
各種プログラムを実行し、可塑化シミュレーション装置１０の制御を行う。記憶部１２は
、所謂ＲＡＭ(Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ)などの揮発性のメモリであり
、実行されるプログラムの作業領域として利用される。
【００１６】
　入力部１３は、可塑化シミュレーション装置１０を使用するユーザからの入力（例えば
後述する各種パラメータ）を受け付けるものであり、例えば、ディスプレイ上の特定の位
置を指定するためのポインティングデバイスであるマウスや、文字または特定の機能等が
割り当てられた複数のキーが配列されたキーボードである。
【００１７】
　表示部１４は、ＯＳおよびＯＳ上で動作するアプリケーションのＧＵＩ（Ｇｒａｐｈｉ
ｃａｌ　Ｕｓｅｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）や解析結果を表示するディスプレイ等の出力装
置である。このような出力装置により、例えば、解析結果として算出された物理量がヒス
トグラムといった形で表示される。ＨＤＤ１５は、後述する可塑化解析処理において用い
られる各種パラメータや当該処理により算出される各物理量といったデータが格納される
、所謂不揮発性の記憶領域である。
【００１８】
（機能構成）
　次に、可塑化シミュレーション装置１０の機能構成を説明する。図３は、本実施の形態
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に係る可塑化シミュレーション装置の機能構成を示す機能ブロック図である。図３に示さ
れるように、可塑化シミュレーション装置１０は、取得部１０１と、解析部１０２と、判
定部１０３と、出力部１０４とを、機能として有する。これら機能は、ＣＰＵ１１や記憶
部１２等の前述したハードウェア資源が協働することにより実現される。
【００１９】
　取得部１０１は、所定の物理量を算出するために必要な各種パラメータを取得するもの
である。なお、当該パラメータとして、ユーザにより手入力された情報を取得してもよく
、解析対象のスクリュ式射出成形機４に対応して固有に紐付けられた情報をＨＤＤ１５か
ら取得するようにしてもよい。解析部１０２は、取得された各種パラメータに基づいてシ
ミュレーションの解析値として可塑化能力や各物理量の算出を行うものである。判定部１
０３は、可塑化解析処理における各種判定を行うものであり、出力部１０４は、解析部１
０２の算出結果や判定部１０３の判定結果を受けて、これらの結果を表示部１４やＨＤＤ
１５へ出力するものである。
【００２０】
（概要）
　理解を容易にするために、本実施の形態に係る可塑化解析処理の概要を簡単に説明する
。本実施の形態においては、溶融樹脂量（適宜、溶融量とも称する）、樹脂温度、固相率
、メルトフィルム厚み、スクリュ動力、圧力等の各物理量の算出をＴａｄｍｏｒモデルに
倣い、図４に示されるような３ゾーンモデルを導入してゾーン毎に分けて行われる。図４
に示される参照符号５１は、スクリュ３及びスクリュ３のフライト５からなる領域におい
て樹脂材料が固形で存在するソリッドベッドを示し、参照符号５２は、樹脂材料の溶融が
促進されるメルトフィルムを示し、参照符号５３は、溶融状態にある樹脂材料である溶融
樹脂が滞留するメルトプールを示している。
【００２１】
　この３ゾーンモデルにおいて可塑化される樹脂材料は、図５に示されるように各矢印で
示される流速ベクトルを持って流動している。なお、樹脂材料はスクリュ３により押し出
されるため、ここではシリンダ２にも流速ベクトルが付されている。本来、メルトフィル
ム５２にある溶融樹脂は、シリンダ２と接触するためにその溶融が促進されるが、そこか
らメルトプール５３へ流入する流量、換言すると、メルトフィルム５２とメルトプール５
３との境界にあるメッシュの流量は、当該メッシュのメルトフィルム５２の溶融樹脂の溶
融量（ソリッドベッド５１の溶融量）を超えることはない。しかしながら、従来の解析手
法では、計算上、当該流量が当該溶融量を超えてしまう可能性がある。そのため、本実施
の形態においては、溶融樹脂の流速ベクトルのうち、メルトフィルム５２からメルトプー
ル５３へ流入する流速ベクトル６０の流量が、メルトフィルム５２の溶融量を超えないよ
う制限する、流量制限を可塑化能力の算出に組み込んでいる。このように実際には起こり
えない事象を制限することで、高い精度での可塑化能力の算出を実現している。
【００２２】
（処理動作）
　以下、図面を用いて本実施の形態に係る可塑化シミュレーション装置１０の動作の詳細
を説明する。図６は、本実施の形態に係る可塑化解析処理を示すフローチャートである。
なお、この処理において算出される各値は、出力部１０４により適宜記憶部１２またはＨ
ＤＤ１５に格納される。そのため、本フロー内においては各値の格納処理は割愛する。図
６に示されるように、本実施の形態に係る可塑化解析処理は、先ず、後述する３次元流動
解析処理において用いられる初期値の可塑化能力である初期可塑化能力を算出するための
初期可塑化能力算出処理が実行される（Ｓ１）。その後、各物理量を算出するために用い
られる後述する分割せん断発熱量及び後述する最大流量を算出するための２次元流動解析
を行う２次元流動解析処理が実行され（Ｓ２）、初期可塑化能力と、分割せん断発熱量と
に基づいて、可塑化能力および各種物理量を算出する３次元解析を行う３次元流動解析処
理が実行され（Ｓ３）、本フローは終了となる。以下、これら各処理の詳細を順次説明す
る。
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【００２３】
　先ず、初期可塑化能力算出処理の詳細を説明する。図７は、初期可塑化能力算出処理を
示すフローチャートである。図７に示されるように、先ず、取得部１０１は、可塑化能力
や各物理量を算出するための樹脂物性、運転条件およびスクリュ式射出成形機４の構成デ
ータの各種パラメータを取得する（Ｓ１０１，Ｓ１０２，Ｓ１０３）。ステップＳ１０１
において取得される樹脂物性のパラメータとしては、例えば、粘度フィッティングによる
モデルパラメータ、固体および溶融体の密度、比熱、熱伝導率、融点、溶融熱量などが挙
げられる。ステップＳ１０２において取得される運転条件のパラメータとしては、例えば
、スクリュ回転数、背圧、シリンダ設定温度、シリンダ設定温度境界位置、スクリュ位置
、メッシュ刻み数、計算サイクル数、計量樹脂量、原料樹脂温度などが挙げられる。ステ
ップＳ１０３において取得される構成データのパラメータとしては、例えば、シリンダ径
、スクリュ径、スクリュ溝深さ、スクリュリード、フライト幅、フライトクリアランスな
どが挙げられる。この構成データは、スクリュ３の先端部分やホッパ２近辺の供給部分な
ど複数の計算領域（スクリュ３の各ポジション）における各値であることが好ましい。
【００２４】
　以上の取得されたパラメータに基づいて、解析部１０２は初期可塑化能力を算出し（Ｓ
１０４）、本フローは終了となる。ここで算出する初期可塑化能力は、単位時間当たりの
樹脂材料（溶融樹脂）の重量（ｋｇ／ｈ）で示されるものであり、下記（１）式または（
２）式で表わされるスクリュ特性式を用いて算出される。なお、（１）式は、シリンダ２
内で樹脂材料がスクリュ３により牽引されている部分である牽引流部分における計算に用
いられ、（２）式はその他の部分における計算に用いられる。
【００２５】
【数１】

【００２６】

【数２】

【００２７】
　この（１）式および（２）式においては、Ｑｖ：体積流量、Ａ及びＢ：係数、Ｖｂｚ：
樹脂の流れ方向の移動速度、ｗ：スクリュ溝幅、ｈ：スクリュ溝深さ、φ：スクリュへリ
ックス角、η：樹脂粘度、∂Ｐ／∂ｚ：圧力変化量である。また、（２）式における樹脂
粘度ηは、下記（３）式および（４）式の粘度式により求められる。
【００２８】

【数３】

【００２９】
【数４】

【００３０】
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　この（３）式および（４）式においては、η：樹脂粘度、Ａ０，ａ，ｂ，ｃ：粘度係数
、ｇ：せん断速度、Ｔｒ及びｎ：粘度パラメータ、Ｔ：樹脂温度である。これら（１）～
（４）式に、取得部１０１により取得された各種パラメータのうちの必要なパラメータが
導入されることで、初期可塑化能力が算出される。ここでの必要なパラメータとは、スク
リュ回転数、シリンダ径、スクリュ溝深さ、溶融体密度等である。
【００３１】
　次に、前述した２次元流動解析処理の詳細を説明する。図８は、２次元流動解析処理を
示すフローチャートである。図８に示されるように、先ず、解析部１０２は、取得部１０
１により取得された各種パラメータを記憶部１２またはＨＤＤ１５から取得し（Ｓ２０１
）、これらパラメータを用いた一般的な２次元流動計算を行い、溶融樹脂のメルトフィル
ム５２内における速度分布を算出する（Ｓ２０２）。算出後、解析部１０２は、当該速度
分布に基づいて、下記（５）式で示されるメルトフィルム５２内におけるメッシュ毎のせ
ん断速度を算出し、メルトフィルム５２内におけるせん断速度分布を算出する（Ｓ２０３
）。
【００３２】
【数５】

【００３３】
　この（５）式においては、γ・：せん断速度、ｄｕ：メッシュ間速度差、ｄｙ：１メッ
シュの距離（厚み）、である。せん断速度分布の算出後、このせん断速度分布に基づいて
、メルトフィルム５２内におけるメッシュ毎の粘度、せん断発熱量を算出する（Ｓ２０４
）。樹脂粘度は２次元解析の一般的な手法により求めてもよく、上記（３）式および（４
）式の粘度式により求めてもよい。せん断発熱量は、下記（６）式により求めることがで
きる。
【００３４】
【数６】

【００３５】
　この（６）式においては、Ｑ：せん断発熱量（［Ｗ］）、η：樹脂粘度、γ・：せん断
速度である。粘度、せん断発熱量の算出後、解析部１０２は、これらに基づいてメルトフ
ィルム５２からソリッドベッド５１およびソリッドベッド５１内部の熱流束を算出する（
Ｓ２０５）。メルトフィルム５２からソリッドベッド５１への熱流束は下記（７）式、ソ
リッドベッド５１内部への熱流束は下記（８）式により求めることができる。
【００３６】
【数７】

【００３７】

【数８】

【００３８】
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　（７）式および（８）式においては、ｑｆｓ：メルトフィルムからソリッドベッドへの
熱流束（［Ｗ／ｍ２］）、ｋｍ：溶融体の熱伝導率、Ｔｆ：メルトフィルム温度、Ｔｍ：
樹脂融点、δｍ：メルトフィルム厚み、Ｑ：せん断発熱量、ｑｓｓ：ソリッドベッド内部
への熱流束（［Ｗ／ｍ２］）、ｋｓ：固体の熱伝導率、ｈ：スクリュ溝深さ、Ａ１：パラ
メータ、Ｂ１：パラメータ、Ｃ１：パラメータである。
【００３９】
　熱流束算出後、解析部１０２は、算出したせん断発熱量と熱流束とから、メルトフィル
ム５２における溶融樹脂の溶融量を算出し、これを単位時間で割ることにより、メルトフ
ィルム５２からメルトプール５３へ流れる溶融樹脂の単位時間当たりの最大流量を算出し
（Ｓ２０６）、本フローは終了となる。具体的には、せん断発熱量と熱流束とを用いて、
下記（９）式を解くことにより最大流量ｍを算出する（したがって、溶融量はｍｄｔであ
る）。
【００４０】
【数９】

【００４１】
　この（９）式においては、ｍ：最大流量（［ｍ３／ｓ］）、ｑｆｓ：メルトフィルムか
らソリッドベッドへの熱流束、ｑｓｓ：ソリッドベッド内部への熱流束、Ｘ：ソリッドベ
ッド幅、ｄｚ：流れ方向メッシュ幅、ρ：樹脂密度、Ｃｐ：樹脂比熱、Ｔｍ：樹脂融点、
Ｔｓ：ソリッドベッド温度、ＨＴ：樹脂融解熱である。
【００４２】
　ここで、本実施の形態においては、メルトフィルム５２におけるせん断発熱量のＣ／（
Ａ＋Ｂ＋Ｃ）がメルトフィルム５２内での温度上昇に用いられることとする。即ち、複数
のメッシュのうち、メルトフィルム５２に対応するメッシュについては、上記（６）式で
求めたせん断発熱量にＣ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）を乗じ、後述する各物理量の算出においてこの
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）としたせん断発熱量を用いる。せん断発熱量をＣ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）と
する理由は、以下のとおりである。
【００４３】
　メルトフィルム５２からソリッドベッド５１への熱流束は、上記（７）式により求めら
れる。これによれば、せん断発熱量はＡ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）がソリッドベッド５１へ流れる
ことがわかる。また、シリンダ２からメルトフィルム５２への熱流束は、下記（１０）式
により求められる。これによれば、せん断発熱量はＢ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）がシリンダ２へ流
れることがわかる。よって、残りのＣ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）のせん断発熱量がメルトフィルム
５２内に残り、溶融樹脂の温度上昇に用いられることがわかる。したがって、メルトフィ
ルム５２に対応するメッシュのせん断発熱量をＡ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）、Ｂ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
、Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）と分割することで、現実に沿った熱量を与えることができ、これを
可塑化能力、各物理量の算出に用いることで、精度の高い解析結果を得ることができる。
以後、このメルトフィルム５２におけるＡ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）、Ｂ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）、Ｃ／
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）と分割したせん断発熱量を、分割せん断発熱量と称する。
【００４４】

【数１０】

【００４５】
　この（１０）式においては、ｑｂｆ：シリンダからメルトフィルムへの熱流束、ｋｍ：
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溶融体の熱伝導率、Ｔｆ：メルトフィルム温度、Ｔｍ：樹脂融点、δｍ：メルトフィルム
厚み、Ｑ：せん断発熱量、Ａ１：パラメータ、Ｂ１：パラメータ、Ｃ１：パラメータであ
る。
【００４６】
　次に、前述した３次元流動解析処理の詳細を説明する。図９は、３次元流動解析処理を
示すフローチャートである。図９に示されるように、先ず、解析部１０２は、取得部１０
１により取得された各種パラメータ、算出した初期可塑化能力、分割せん断発熱量を記憶
部１２またはＨＤＤ１５から取得し（Ｓ３０１）、取得した初期可塑化能力を第１可塑化
能力と設定する（Ｓ３０２）。
【００４７】
　設定後、解析部１０２は、これらのデータに基づいて各物理量を算出する（Ｓ３０３）
。本実施の形態においては、算出される物理量として溶融樹脂量、樹脂温度、固相率、メ
ルトフィルム５２厚み、スクリュ動力、圧力が挙げられる。これら物理量は全計算領域（
メッシュ毎）に渡って算出される。これらの物理量は、第１可塑化能力と、取得部１０１
により取得された各パラメータのうちの必要なパラメータと、質量保存則およびエネルギ
ー保存則を用いて、更にメルトフィルム５２に対しては分割せん断発熱量を別途用いて算
出する。具体的には、図４に示されるソリッドベッド５１における各種物理量の算出には
下記（１１）式と（１２）式とが用いられる。
【００４８】
【数１１】

【００４９】
【数１２】

【００５０】
　この（１１）式および（１２）式においては、ρ：樹脂密度、Ｘ：ソリッドベッド幅、
ｈ：スクリュ溝深さ、δｍ：メルトフィルム厚み、Ｈ：エンタルピー、ｖｓｚ：ソリッド
ベッドの流れ方向移動速度、λ：融解熱、ｍｆ：ソリッドベッドのメルトフィルム側融解
質量流速、ｍｐ：ソリッドベッドのメルトプール側融解質量流速、ｋｓ：固体樹脂の熱伝
導率、Ｔｓ：ソリッドベッド温度、ｑｆｓ：メルトフィルムからソリッドベッド界面への
熱流束、ｑｐｓ：メルトプールからソリッドベッド界面への熱流束、である。
【００５１】
　また、図４に示されるメルトフィルム５２における各物理量の算出には下記（１３）式
と（１４）式とが用いられる。
【００５２】

【数１３】



(11) JP 6185515 B2 2017.8.23

10

20

30

40

50

【００５３】
【数１４】

【００５４】
　この（１３）式および（１４）式においては、ρ：樹脂密度、Ｘ：ソリッドベッド幅、
δｍ：メルトフィルム厚み、Ｈ：エンタルピー、ｖｆｚ：メルトフィルム流れ方向速度、
ｖｆｘ：メルトフィルムかき出し方向速度、ｑｆｓ：ソリッドベッド界面からソリッドベ
ッド内部への熱流束、ｋｍ：溶融体熱伝導率、Ｔｆ：メルトフィルム温度、ｑｂｆ：シリ
ンダからメルトフィルムへの熱流束、ＱＧ：メルトフィルムでのせん断発熱量、ｍｆ：ソ
リッドベッドのメルトフィルム側融解質量流速、である。なお、ＱＧには分割せん断発熱
量が導入される。
【００５５】
　また、図４に示されるメルトプール５３における各物理量の算出には下記（１５）式と
（１６）式とが用いられる。
【００５６】

【数１５】

【００５７】
【数１６】

【００５８】
　この（１５）式および（１６）式においては、ρ：樹脂密度、ｗ：スクリュ溝幅、Ｘ：
ソリッドベッド幅、ｈ：スクリュ溝深さ、Ｈ：エンタルピー、ｖｐｚ：メルトプール流れ
方向速度、δｍ：メルトフィルム厚み、ｑｐｓ：メルトプールからソリッドベッド界面へ
の熱流束、ｋｍ：溶融体熱伝導率、Ｔｐ：メルトプール温度、ｖｆｘ：メルトフィルムか
き出し方向速度、ｑＢｐ：シリンダからメルトプールへの熱流束、Ｑ’Ｇ：メルトプール
せん断発熱量、ｍｐ：ソリッドベッドのメルトプール側融解質量流速、である。
【００５９】
　前述した（１１）式、（１３）式、および（１５）式はエネルギー保存則を示しており
、（１２）式、（１４）式および（１６）式は質量保存則を示している。また、質量保存
則およびエネルギー保存則をソリッドベッド５１と、メルトフィルム５２と、メルトプー
ル５３とに分けたため、この質量保存則およびエネルギー保存則を満足させるように融解
質量流速が導入されている。これらの数式に、取得された各パラメータのうちの必要なパ
ラメータ、第１可塑化能力、分割せん断発熱量等を導入することで、溶融樹脂量、樹脂温
度、固相率、メルトフィルム厚み、スクリュ動力、圧力等を算出することができる。
【００６０】
　図９に戻り、ステップＳ３０３の各物理量の算出を終えると、解析部１０２は、固相率
と、メルトフィルム厚みとから、メルトプール５３の形状メッシュを作成する（Ｓ３０４
）。この形状メッシュの作成方法は、例えば有限体積法等の手法を用いて格子メッシュを
作成すればよく、一般的な手法であるためここでの説明は省略する。形状メッシュの作成
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後、解析部１０２は、可塑化能力算出処理を実行する（Ｓ３０５）。可塑化能力算出処理
は、可塑化能力の算出に流動計算を用いるものであり、この処理により算出されるメルト
フィルム５２からメルトプール５３への溶融樹脂の流出量を第２可塑化能力とするもので
ある。この可塑化能力算出処理についての詳細は後述する。
【００６１】
　第２可塑化能力算出後、判定部１０３は、算出した第２可塑化能力が所定の条件を満た
すか否かを判定する（Ｓ３０６）。本実施の形態においては、この所定の条件を第１可塑
化能力と、第２可塑化能力との変化量が０．０１％以下であることとする。これは、可塑
化能力によってメルトプール５３が生成する位置が異なるために実施している処理であり
、その変化量が極めて小さくなった場合に定常状態になったと判断できる。なお、変化量
は、この値に限定するものではなく、可塑化能力に変化が見られないと判断可能な値であ
ればよく、例えば０．１や０．００５等でもよいが、精度の観点からいえばより小さい値
の方が好ましい。
【００６２】
　第２可塑化能力が所定の条件を満たさないと判定された場合（Ｓ３０６，ＮＯ）、解析
部１０２は、第２可塑化能力を第１可塑化能力として更新して新たな第１可塑化能力とし
（Ｓ３０７）、ステップＳ３０３の各種物理量を算出する処理へ移行する。一方、第２可
塑化能力が所定の条件を満たすと判定された場合（Ｓ３０６，ＹＥＳ）、解析部１０２は
、第２可塑化能力に基づいて、上記ステップＳ３０３の各種物理量を算出する処理と同様
の処理を行うことにより、各物理量を算出する（Ｓ３０８）。算出後、出力部１０４は、
第２可塑化能力や、これに基づく各物理量をユーザの入力に応じて適宜記憶部１２、表示
部１４、ＨＤＤ１５へ出力し（Ｓ３０９）、本フローは終了となる。例えば、出力部１０
４は、各物理量をスクリュ３上の各計算領域（ポジション）毎に予め指定されたアウトプ
ットファイルにアウトプットし、表示部１４上へ表示する。
【００６３】
　次に、前述した可塑化能力算出処理の詳細を説明する。本実施の形態に係る可塑化能力
算出処理は、一般的な非圧縮流動計算に、本実施の形態に係る流動制限を組み込んだもの
である。図１０は、その可塑化能力算出処理を示すフローチャートである。図１０に示さ
れるように、先ず、解析部１０２は、流動計算を一般化した、保存則の基礎方程式である
下記（１７）式および（１８）式に基づいて、仮の速度（メルトフィルム５２からメルト
プール５３へ流れる溶融樹脂の流速）を算出する（Ｓ４０１）。算出後、解析部１０２は
、算出した仮の速度の圧力補正を行うと共に、下記（１９）式に基づいて樹脂温度を計算
する（Ｓ４０２）。ここで圧力補正された仮の速度を補正速度と称して以後説明を行う。
【００６４】
【数１７】

【００６５】
【数１８】

【００６６】

【数１９】

【００６７】
　この（１７）式においては、左から、１項目が非定常項、２項目が対流項、３項目が拡
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散項、４項目が生成項を示している。また、（１８）式および（１９）式においては、ρ
：密度、Ｃｐ：比熱、Ｔ：樹脂温度、ｔ：時間、ｑ：熱流束、τ：応力、ｖ：速度、Ｐ：
圧力である。
【００６８】
　圧力補正後、判定部１０３は、流量制限を行う必要があるか否かを判定する（Ｓ４０３
）。本実施の形態においては、この判定を、メルトフィルム５２とメルトプール５３の境
界のメッシュにおける補正速度が、ステップＳ２の２次元流動解析処理で算出された最大
流量に基づいて算出される最大速度（最大流速）を超えるか否かにより判定するようにし
ている。補正速度が最大速度を超える場合、メルトフィルム５２の溶融量よりメルトフィ
ルム５２からメルトプール５３へ流出する流出量が大きいという矛盾した状態にあると判
断され、流量制限を行う必要があると判定される。より具体的には、判定部１０３は、下
記（２０）式を用いて最大流量から最大速度を算出し、最大速度＜補正速度であるか否か
を判定する。
【００６９】

【数２０】

【００７０】
　この（２０）式においては、ｖｍａｘ：最大速度、ｍ：最大流量、δｍ：メルトフィル
ム厚み、Δｚ：３次元メッシュの長さである。
【００７１】
　流量制限を行う必要があると判定された場合（Ｓ４０３，ＹＥＳ）、解析部１０２は、
補正速度を最大速度とし（Ｓ４０４）、上記（１８）式、（１９）式を用いた収束処理（
マスバランス）を実行することにより真の速度を算出する（Ｓ４０５）。算出後、解析部
１０２は、真の速度に基づいてメルトフィルム５２とメルトプール５３の境界のメッシュ
の体積流量を算出し、これに溶融体（溶融樹脂）の密度に乗じることにより第２可塑化能
力を算出し（Ｓ４０６）、本フローは終了となる。一方、流量制限を行う必要がないと判
定された場合（Ｓ４０３，ＮＯ）、補正速度をそのままに、真の速度を算出する処理に移
行する。
【００７２】
　以上に説明した可塑化解析処理により算出された解析結果について、その優位性を図面
を用いて簡単に説明する。図１１は、実機での実験結果、可塑化解析処理により算出され
た算出結果、及びスクリュ特性式のみを用いた一般的な解析処理により算出された算出結
果の各可塑化能力を示す図である。図１２は、各算出結果の可塑化能力と実機での実験結
果の可塑化能力との一致度を示す図であり、図１３は、各算出結果の可塑化能力と実機で
の実験結果の可塑化能力との誤差の割合を示す図である。各図面に示されるＰＰは、ポリ
プロピレン、ＰＥはポリエチレン、ＰＭＭＡはポリメタクリル酸メチル樹脂、ＰＡ６は、
ナイロン６、ＰＡ６６はナイロン６６を示している。実験結果は、実際に樹脂材料を溶融
可塑化させた際の計測結果から導かれた定常状態の可塑化能力を示し、解析結果Ａは、本
実施の形態に係る可塑化解析処理により導かれた定常状態の可塑化能力を示し、解析結果
Ｂは従来の計算手法（スクリュ特性式を用いた手法）により導かれた定常状態の可塑化能
力を示している。
【００７３】
　図１１～図１３に示されるように、何れのプラスチックにおいても、解析結果Ｂより解
析結果Ａが実験結果に近い値を導き出しており、特にＰＡ６においてそれは顕著である。
したがって、本実施の形態に係る可塑化解析処理によれば、従来と比較して非常に高い精
度で可塑化能力を算出できることがわかる。
【００７４】
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　本実施の形態によれば、諸条件を反映した３次元の流動計算から予測精度の高い可塑化
能力を算出することができる。特に、これに流量制限を組み込むことにより、メルトフィ
ルム５２とメルトプール５３との境界にあるメッシュの流量が、最大流量以下になるよう
に制限することができるため、当該メッシュの流量が最大流量を超えるといった現実に起
こりえない事象を防止することができる。したがって、現実に近いより精度の高い可塑化
能力を得られ、延いては、高精度の解析結果を得ることができる。更に、分割せん断発熱
量に基づいて可塑化能力および各物理量を算出することにより、メルトフィルム５２内の
溶融樹脂の温度上昇に用いられるせん断発熱量を適切な値にすることができ、上記の効果
をより高めることが可能となる。これは特にスクリュ動力において顕著である。
【００７５】
　なお、本実施の形態においては、スクリュ特性式を用いて初期可塑化能力を算出するよ
うにしているが、可塑化能力のあたりをつけて、入力または格納された所定の値を初期可
塑化能力として取得するようにしてもよい。
【００７６】
　本発明は、その要旨または主要な特徴から逸脱することなく、他の様々な形で実施する
ことができる。そのため、前述の実施の形態は、あらゆる点で単なる例示に過ぎず、限定
的に解釈してはならない。本発明の範囲は、特許請求の範囲によって示すものであって、
明細書本文には、何ら拘束されない。更に、特許請求の範囲の均等範囲に属する全ての変
形、様々な改良、代替および改質は、全て本発明の範囲内のものである。
【００７７】
　また、実施の形態にて述べた可塑化シミュレーション装置１０における各種ステップを
、可塑化シミュレーションプログラムとして、図１４に示されるような、コンピュータに
より読み取り可能な可搬型の記録媒体８に記憶させ、当該記録媒体８を情報処理装置９に
読み込ませることにより、前述した機能を情報処理装置９に実現させることができる。記
録媒体８としては、例えば、光ディスク（ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤディスク等）、磁気ディ
スク（ハードディスクドライブ等）、フラッシュメモリ、ＩＣカード、更にネットワーク
を介することで伝送可能な媒体等、コンピュータで読み取りや実行が可能な全ての媒体が
含まれる。
【００７８】
　なお、特許請求の範囲に記載の可塑化シミュレーション装置は、例えば、前述の実施の
形態における可塑化シミュレーション装置１０である。情報取得部は、例えば取得部１０
１であり、初期可塑化能力取得部、物理量算出部、最大流量算出部および溶融量算出部は
、例えば解析部１０２であり、可塑化能力算出部は、例えば解析部１０２および判定部１
０３である。また、流速判定部は、例えば判定部１０３である。
【符号の説明】
【００７９】
　３　スクリュ、４　スクリュ式射出成形機、１０　可塑化シミュレーション装置、１０
１　取得部、１０２　解析部、１０３　判定部。
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